
 
「六ヶ所再処理施設 定期的な評価（第１回）報告書」の概要 

 

１．評価対象施設 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

 

２．評価対象期間 
 （１）再処理施設における保安活動の実施状況（以下、「保安活動の実施状況」とい

う） 
平成１１年１２月３日（事業の開始）～平成２１年６月３０日 

（２）再処理施設に対して実施した保安活動への最新の技術的知見の反映状況（以下、

「最新の技術的知見の反映」という） 
平成４年１２月２４日（再処理事業所 再処理事業指定日）～ 
平成２１年６月３０日 

 なお、必要に応じ、上記以外の期間における取り組みについても評価又は確認を

実施。 
 
３．評価項目 

基本的に「（社）日本原子力学会標準 原子力発電所の定期安全レビュー実施基準：

2006（2006 年 7 月）」に基づき、以下の項目を評価した。 
 (１) 保安活動の実施状況 

「品質保証活動」、「運転管理」、「保守管理」、「核燃料物質管理（使用済燃料管

理）」、「放射線管理及び環境モニタリング」、「放射性廃棄物管理」、「事故・故障等

発生時の対応及び緊急時の措置」、「事故・故障等の経験反映状況」の８分野の保

安活動について、組織・体制、社内標準類、教育・訓練、設備の改善状況、長期

的な期間での傾向評価（以下、「トレンド評価」という）等の観点から評価した。 

また、平成１７年１２月２６日付原子力安全・保安院文書に基づき、「安全文化

に関する取り組み」も評価した。 
さらに、再処理施設の特徴を考慮し「化学物質管理（施設外への排出管理）」に

ついても評価した。 
(２) 最新の技術的知見の反映 

今回の評価対象期間に得られた再処理施設の安全性・信頼性に関連する重要な

技術的知見の反映状況を、「安全研究成果」、「国内外の再処理施設の運転経験か

ら得られた教訓」、「技術開発成果」に分類して評価した。 
 
 

別 紙



 

４．評価過程 
評価の実施にあたっては社内標準類を定め、実施体制、実施手順等を明確にした

上で実施している。 
また評価結果については、客観性の観点から社外有識者で構成する再処理検討委

員会へ報告し、意見をいただき反映している。 
 
５．公開場所 
  日本原燃サイクル情報センター（青森市本町一丁目２番１５号（第一生命ビル）） 
 
○使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の概要 
・着  工      平成 ５年 ４月 
・事業の開始     平成１１年１２月  
・運転実績（事業の開始～平成２１年６月３０日） 

使用済燃料の受入れ量（トン）／体数（体） 
①ＢＷＲ燃料：約１,６１２トン／９,３００体 
②ＰＷＲ燃料：約１,３６５トン／３,１８６体 

 
以 上 



 

「保安活動の実施状況」について 

 
 

今回の評価対象期間における使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での運転経験

で得られた教訓が、以下の（１）から（１０）の活動に適切に反映されているかに

ついて、組織・体制、社内標準類、教育・訓練、設備の改善状況、トレンド評価等

の観点から、評価を実施した。 
なお、評価対象施設は「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設」であるが、保安活

動を定める保安規定については、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設に加え、平

成１６年１２月以降は、ウラン試験を開始した「再処理設備本体等」も踏まえた「六ヶ

所再処理施設全体」の保安規定となっている。 

これより、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設と再処理設備本体等で共通的な活

動については、施設を切り離すことが困難な評価項目もあるため、再処理設備本体

等に関連する内容も含まれる。 
また、「最新の技術的知見の反映」についても同様の考え方である。 
概要は以下のとおり。 

 
（１）品質保証活動 

・平成１１年１２月の事業開始後、平成１２年１１月に「ＩＳＯ９００２-１９９

４」の認証を取得するとともに、平成１５年１１月には、｢ＩＳＯ９００１-２

０００｣に更新して、上記規格に基づいた活動を実施してきた。 

 

・平成１３年７月の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設のＰＷＲ燃料貯蔵プー

ルにおける不適切な溶接に起因するプール水漏えい事象等を受け、品質保証体制

点検を実施し、その結果からトップマネジメントによる品質保証の徹底、品質マ

ネジメントシステムの改善、品質保証を重視した人員配置や人材育成及び協力会

社を含めた品質保証活動の徹底を図るため、組織・体制、社内標準類等の改善を

行った。 

 

・その後、再処理設備本体等を含めた品質保証活動として、「原子力発電所におけ

る安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ４１１１-２００３）」を取り入れた保安

規定に基づき、平成１６年より社長をトップマネジメントとした品質保証体制を

構築し、活動を展開してきている。 

 

・品質マネジメントシステムの有効性の継続的改善として、内部評価（マネジメ

ントレビュー、内部監査、是正処置、予防処置）及び外部評価（保安検査、社

外機関の監査等の結果における保安活動に反映すべき指摘事項）を実施してお

り、これらの評価結果に基づく対応については完了又は適切に計画しているこ

とを確認した。 

なお、保安検査にて指摘された、高レベル廃液ガラス固化建屋における高レベ

ル廃液漏えいに関する保守作業等に係る保安規定違反については、計画に基づき

参考１ 



 

改善を実施しているところである。この実施結果については、次回の定期的な評

価で確認し、評価していく。 

 

（２）運転管理 

 

・統括当直長及び各施設課長のもとで運転管理を行っており、具体的な業務内容を

社内標準類として定め、「操作」及び「管理」に分類し、それぞれの観点から統

括当直長及び各施設課長の業務所掌を定めている。また、当直班体制のシフトパ

ターンの統一等、継続的に改善を行っている。 

 

・施設の運転にあたっては、通常運転時と通常からの逸脱・故障・事故時に係る

社内標準類（事象対応、警報対応、地震対応等）を定めて行っている。また、

入門段階から各専門段階まで様々な研修コースを設け運転員の知識等の向上を

図るとともに、運転操作に携わる運転員の職能レベルに応じた技術・技能認定

制度等を設け、技術力並びに意欲の向上を図っている。 

 

・燃料貯蔵プールの水位、水温及び水質についてトレンド評価を行い、異常な変

化はないことを確認した 

 

（３）保守管理 

 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋燃焼度測定装置に関し、保修時の作業員の被ばく

低減、作業性向上及び汚染廃棄物の低減を目的に水中洗浄装置を開発し設置す

る等、継続的な改善を行っている。 

 

・第１非常用ディーゼル発電機の起動時間、電圧値等のトレンド評価を行い、異

常な変化がないことを確認した。 

 

（４）核燃料物質管理（使用済燃料管理） 

 

・使用済燃料管理については、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での試験運

転開始や再処理設備本体等との保安管理体制の一元化等により、継続的に組

織・体制の改善を行っている。 

 

・超ウラン核種を含む廃棄物の低減を図るため、使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に

第６低レベル廃液蒸発缶及び固化装置の新設等、継続的に改善を行っている。 

 

（５）放射線管理及び環境モニタリング 

 

・「分析建屋内における作業員の放射性物質の体内取り込み」事象を踏まえ放射性

物質の体内取込みに関するリスク評価教育の取り入れ、技能確認のための実技

試験の追加等、継続的な改善が図られている。 



 

 

・放射線管理として放射線業務従事者の年度毎の被ばく線量等を、環境モニタリ

ングとして環境試料中の放射能濃度等についてトレンド評価を行った。放射線

業務従事者の年度毎の被ばく線量については、平成１４、１５、１９年度に増

加が見られたが、「ＰＷＲ燃料貯蔵プールからのプール水漏えい」を受けたライ

ニングの補修工事等一時的な作業等によるものであることを確認した。また環

境モニタリングについては有意な変動は見られなかった。 

 

（６）放射性廃棄物管理 

 

・低レベル放射性固体廃棄物保管廃棄数量の低減のため、容器に廃棄物を封入する

際に空気を抜く減容作業を行うため減容装置を設置する等、継続的に改善を行っ

ている。 

 

・放射性気体廃棄物の放出実績、放射性液体廃棄物の放出実績についてトレンド評

価を行った。放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出実績については、平

成１８年度より増加が確認された。これは平成１８年３月から再処設備本体等の

アクティブ試験を開始したことによるものであるが、放出管理目標値を十分下

回っていることを確認した。 

また、放射性固体廃棄物については、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設に

係る放射性固体廃棄物の仮置き等の管理について、計画に基づき改善を実施して

いるところである。この実施結果については、次回の定期的な評価で確認し、評

価していく。 

 

（７）事故・故障等発生時の対応及び緊急時の措置 

 

・一斉呼び出し装置の設置や新潟県中越沖地震等を踏まえた不整地走行用の消防ポ

ンプ車両の配置等、継続的に改善を行っている。また、新潟県中越沖地震等を踏

まえ原子力災害発生下での消火活動訓練を実施している。 

 

（８）事故・故障等の経験反映状況 
 

・「ＰＷＲ燃料貯蔵プールにおける不適切な溶接に起因するプール水漏えい事象」

等の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設で発生した事故・故障等の経験反映の

状況等について調査した結果、原因究明及び再発防止策が適切に実施されている

ことを確認した。 

なお、上記事象に係り、今後新たな漏えいが発生した場合に備え、操業を継続

しつつ、水中にて遠隔で漏えい箇所を特定し、溶接を行う技術を開発しており、

この水中での溶接技術については、（社）溶接学会に論文を提出し、平成１９年

１１月に受理されている。 

 

（９）安全文化に関する取り組み 
 



 

安全文化に関する取り組みについては、独立行政法人原子力安全基盤機構が平

成１７年１２月に策定した「組織風土劣化防止の取り組みの考え方と把握の視

点」にあげられた重要課題を主な対象として評価を実施した。 

評価の結果、重要課題を中心とした組織風土の劣化防止に関わる活動が行われ

有効に機能していることを確認した。 

例えば、「自己評価（又は第３者評価）」については、自己の品質保証改善策の

一つとして、六ヶ所再処理施設における事業の実施状況に対する透明性を確保す

るため、ロイド・レジスター・ジャパンによる第三者監査を受審しており、受審

結果については、ホームページに公開するとともに、安全協定に基づき、青森県

及び六ヶ所村並びに隣接市町村に対して報告を行っている。 

 

（１０）化学物質管理（施設外への排出管理） 

 

・超ウラン核種を含む廃棄物の低減を図るため、使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第

６低レベル廃液蒸発缶及び固化装置の新設等、継続的に改善を行っている。 

 

・海洋放出管からの排水のｐＨ値についてトレンド評価を行い、有意な変化がな

いことを確認した。 

 

以上の結果より、（１）から（１０）の活動については、使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設での運転経験から得られた教訓が適切に反映されてきていることを確認した。 

 

以 上 



 

「最新の技術的知見の反映」について 

 
今回の評価対象期間中に得られた再処理施設の安全性・信頼性に関連する重要な技

術的知見を、「安全研究成果」、「国内外の再処理施設の運転経験から得られた教訓」、

「技術開発成果」に分類して調査し、これら最新の技術的知見が保安活動に適切に反

映され、安全性・信頼性の向上が図られてきているか、評価を実施した。 
なお、「保安活動の実施状況」で述べているように、使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設と再処理設備本体等で共通的な活動については、切り離すことが困難な評価項

目もあるため、再処理設備本体等に関連する内容も含まれる。 
概要は以下のとおり。 

 
（１）安全研究成果 

・原子力安全委員会の安全審査指針類のうち、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設への反映が必要と判断された事例は耐震設計に関するもの等４件であり、これ

らは反映済又は反映中であることを確認した。 
・民間規格類については、規制要求を満たすと位置付けられた民間規格類として「原

子力発電所における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ４１１１－２００３）」

があり、適切に反映されていることを確認した。また民間規格類のうち、当社が

参考にすべきものと判断された事例は「発電用原子力設備規格 維持規格」等１

０件あり、反映中又は反映を検討中であることを確認した。 
 
（２）国内外の再処理施設の運転経験から得られた教訓 

・下表に示すとおり、国内外の再処理施設の事故・故障等から得られた技術的知見

については、適切に反映されていることを確認した。 
 

国内の他再処理施設の 

事故・故障等 

国外の再処理施設の 

事故・故障等 

原子力安全・保安院からの

指示文書 

・評価対象：８件 

・うち使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設へ反映が必

要な教訓はなかった。 

・評価対象：３７件 

・うち使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設へ反映が必

要な教訓はなかった。 

・評価対象：６件 

・うち反映済み：６件 

 

 
（３）技術開発成果 
 ・国（経済産業省、文部科学省）の委託研究、電力共通研究及び自社研究の成果の

うち、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設への反映が必要と判断された成果は、

燃焼度計測装置の評価、放射線管理に係るシステム開発、保障措置に係るシステ

ム検討等１０件であり、これらは適切に反映されていることを確認した。 
 
以上のとおり、最新の技術的知見が適切に反映されていることを確認したが、今後

とも、再処理の安全性・信頼性を向上させていく上で有効と考えられる重要な技術的

知見が得られた場合には、それらの知見を反映する努力を継続していく。 
 

以 上 

参考２ 


